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平成 21年労働災害動向調査（事業所調査（事業所規模 100人以上）及び総合工事業調査） 

結果の概要について 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

１ 調査の目的 

  主要産業における労働災害の発生状況を明らかにすることを目的とする。 

 

２ 調査の時期 

（１）事業所調査 

平成 21年１月から同年 12 月までの状況について、平成 22年１月１日から１月 20日に調査

を行った。 

（２）総合工事業調査 

上半期 平成 21 年１月から同年６月までの状況について、平成 21 年７月１日から７月 20

日に調査を行った。 

下半期 平成 21年７月から同年 12月までの状況について、平成 22年１月１日から１月 20

日に調査を行った。 

平成 21年の標記調査の調査結果を、今般とりまとめましたので公表します。 

 

【調査結果のポイント】 

１ 100人以上の事業所（総合工事業を除く。）の労働災害の発生状況 

   ・度数率（労働災害発生の頻度）は 1.62（前年 1.75）。 

   ・強度率（労働災害の重さの程度）は 0.09（同 0.10）。 

   ・死傷者 1人平均の労働損失日数は 56.9日（同 54.6日）。 

   （以上 P５、第１－１図） 

 

２ 総合工事業の労働災害の発生状況 

度数率は 1.09（前年 1.89）、強度率は 0.14（同 0.41）、死傷者 1人平均の労働損失日

数は 126.0日（同 217.5日）（P９、第３図）。 

 

（注） ・度数率とは、100万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数で、災害発生の頻度を表す。 

・強度率とは、1,000延べ実労働時間当たりの労働損失日数で、災害の重さの程度を表す。 
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３ 調査項目 

（１）事業所調査 

調査期末日の事業所の全労働者数及び常用労働者数、調査期間中の全労働者の延べ実労

働時間数、労働災害による労働不能程度別死傷者数及び延べ休業日数、不休災害被災労働

者数 

（２）総合工事業調査 

調査期間中の工事現場の全労働者の延べ実労働日数及び延べ実労働時間数、労働災害に

よる労働不能別死傷者数及び延べ休業日数、不休災害被災労働者数 

 

４ 調査の対象 

（１）事業所調査 

日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改定）による 12 大産業における一定の産業に属す

る 10 人以上の常用労働者を雇用する民・公営事業所のうちから一定の方法により抽出し

た約 30,300事業所とした。 

なお、今回公表する調査結果は、常用労働者 100人以上の事業所について集計した。 

（２）総合工事業調査 

建設業のうち総合工事業に属する労働者災害補償保険の概算保険料が 160万円以上又は

工事の請負金額が１億 9,000万円以上の工事現場のうちから一定の方法により抽出した延

べ約 4,600工事現場とした。 

 

５ 調査方法 

（１）事業所調査 

厚生労働省大臣官房統計情報部が直接、調査票を調査対象事業所へ郵送し、調査対象事

業所において記入した後、厚生労働省大臣官房統計情報部に返送し実施した。 

（２）総合工事業調査 

厚生労働省大臣官房統計情報部が直接、調査票を調査対象工事現場を統括管理する事業

所へ郵送し、調査対象工事現場を統括管理する事業所において記入した後、厚生労働省大

臣官房統計情報部に返送し実施した。 

 

６ 主な調査結果 

  別添概況のとおり。 


